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株主・投資家の皆様へ

インベ スターズ ガ イド
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東京エレクトロン デバイス株式会社　証券コード：2760

個人投資家様向けIR活動

個人投資家様向けのIRフェアや会社説明会に参加しています。
また、当社ホームページ内の個人投資家様向けサイトで、事業内容、業績情報
等のタイムリーな情報提供に努めています。
（https://www.teldevice.co.jp/ir/）

東証IRフェスタ2018
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東京エレクトロン（株）

半導体製造装置事業

FPD製造装置事業

電子部品事業

コンピュータ・ネットワーク事業

当　社
半導体及び電子デバイス事業

当　社
半導体及び電子デバイス事業

自社ブランド事業自社ブランド事業

コンピュータシステム関連事業

当　社
半導体及び電子デバイス事業

東京エレクトロンデバイスのあゆみ

東京エレクトロン（株）から
電子部品に関する事業を
全て譲り受け

1998
東京エレクトロン（株）で電子部品
（フェアチャイルド社など）の販売を
開始

1965

現代社会に欠かせない存在である半導体とITインフラ。

東京エレクトロンデバイスは、最先端の半導体やITシステムなどを

技術サポートや品質保証とともに提供する専門商社です。

自社開発商品、設計受託
サービスをブランド化し、
「inrevium（インレビアム）」
としてスタート

2004
東京エレクトロン（株）から
コンピュータ・ネットワーク
事業を承継

2006
香港に子会社を設立し
海外ビジネスを開始

2005
東京エレクトロン（株）
による株式売出

2014
（株）アバール長崎を
連結子会社化

2017
（株）ファーストを
連結子会社化

2018
東京証券取引所
市場第二部上場

2003
東京証券取引所
市場第一部上場

2010

半導体及び電子デバイス事業（EC事業）

EC事業は、半導体製品やボード、ソフトウェアなどを
提供する商社ビジネスと、お客様の設計・量産受託や
自社ブランド製品の開発を行う自社ブランド事業から
構成されています。提案力・技術力・サポート力を活かし、
お客様の課題を解決しています。

売上高：142,076百万円（2018年3月期）
売上高構成比：88.9%

コンピュータシステム関連事業（CN事業）

ストレージ、ネットワーク、セキュリティ製品を取扱い、
クラウド時代のビジネスソリューションとして提案して
います。技術検証に基づき最適な機器を組み合わせる
など、お客様に最適なソリューションを導入から保守
サポートまで一貫して提供しています。

売上高：17,764百万円（2018年3月期）
売上高構成比：11.1%



2017年
3月期

2016年
3月期

2015年
3月期

2018年
3月期

海外連結
子会社
売上高

国内
売上高

26,740 35,280 

38,434 

42,665 42,665 

95,415
99,930

115,018

142,076
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社長メッセージ

代表取締役社長　徳重 敦之

ごあいさつ
　平素は格別なるご支援を賜り、心より厚く御礼申し上げます。

　当社は、技術力向上に努め、高付加価値ビジネスを志向し、

安定した利益成長を図り、高度情報化社会の発展へ貢献する

ことを経営の基本方針としております。

　2016年3月期に策定した中期経営計画「VISION2020」は、

2018年3月期で前半3年を終えました。4年目となる2019年

3月期は、これまで培ってきた事業基盤のさらなる成長を実現

し、計画達成に向けて着実に取り組みを続けてまいります。

　また、株主・投資家の皆様をはじめとしたステークホルダーの

皆様と共に新たな価値を創造し、企業価値の向上にも努めて

まいります。

　今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

2,700百万円

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期
（予想）

1.9 %

2,637

1,377

1,628

1,358

1.2 1.4

1.7

1.0

社長インタビュー

　当社グループを取り巻くビジネス環境については、活況な半導体市場に支えられて1年を通じて好調に
推移したことから、当連結会計年度は売上高1,598億4千1百万円（前期比21.2％増）、営業利益27億5千
5百万円（前期比65.5％増）、経常利益26億3千7百万円（前期比91.4％増）、親会社株主に帰属する当期
純利益15億9千8百万円（前期比64.4％増）となりました。

売上高（百万円） 経常利益（百万円）／経常利益率（％） 親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期
（予想）

117,831

159,841

131,855
140,000

111,664

1,800

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期
（予想）

半導体及び
電子デバイス事業
（EC事業）

コンピュータ
システム関連事業
（CN事業）

1,598

972925
717

2018年3月期決算の概要について教えてください。
2019年3月期の見通しはいかがでしょうか。

2017年
3月期

2016年
3月期

2015年
3月期

2018年
3月期

16,836 
17,900 

16,248 
17,764 

　半導体及び電子デバイス事業（EC事業）においては、ロボット技術の利用拡大や様々なセンサーを駆使
した自動車の制御システムなど、様々な分野で半導体が使用され、その搭載量も増加しております。
　このような状況のもと、当社においてはロボット等の産業機器や自動車、スマートフォン向けの商材に
対する需要が高水準で推移したことなどから、当連結会計年度は売上高1,420億7千6百万円（前期比
23.5％増）、セグメント利益（経常利益）16億1千9百万円（前期比173.7％増）となりました。
　なお、2017年7月に連結子会社となった株式会社アバール長崎の業績等は、EC事業に含めております。
　また、コンピュータシステム関連事業（CN事業）においては、IoT（モノのインターネット）の普及に向けた
各種取り組みが本格化する中、ネットワークを介した膨大なデータの蓄積・処理が求められております。
　このような状況のもと、データセンターの整備やクラウド環境の拡張といった課題に対し、多様な提案に
よる機器販売や保守サポートサービスが堅調に推移したことなどから、当連結会計年度は売上高177億6千
4百万円（前期比5.5％増）、セグメント利益（経常利益）10億1千8百万円（前期比29.5％増）となりました。

　国内外の景気は緩やかな回復基調の継続が予想されているものの、各国の通商政策による貿易摩擦等を
懸念材料として不安視する動きも見受けられます。
　エレクトロニクス業界においては半導体及び関連製品の需要が引き続き堅調に推移することが想定されて
いる中、当社グループではアナログ・デバイセズ社との販売代理店契約解消の影響などにより前期に比べ減収
となる見通しとなっております。一方で、利益面においては自社ブランド事業やコンピュータシステム関連事業
の伸長が期待できることなどから、増益の見通しとなっております。
　これらを勘案し、2019年3月期の通期連結業績見通しは、売上高1,400億円（前期比12.4％減）、経常
利益27億円（前期比2.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益18億円（前期比12.6％増）を見込んで
おります。

事業セグメントごとの状況はいかがでしたか？

EC事業売上高（百万円） CN事業売上高（百万円）

2017年
3月期

2016年
3月期

2015年
3月期

2018年
3月期

4,3144,220
3,722

6,814

※2018年3月期第2四半期より（株）アバール長崎が寄与

自社ブランド事業売上高（百万円）
※自社ブランド事業の売上高はEC事業
に含まれ、自社製品インレビアムと（株）
アバール長崎の売上高で構成
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中期経営計画「VISION2020」の概要をご説明ください。 

　2016年3月期に策定したVISION2020は、「成長」「安定」「価値創造」を基本方針とし、2021年3月期に
売上高2,000～2,200億円、ROE（株主資本利益率）10%を達成することが骨子となります。
　まず、EC事業とCN事業を基盤ビジネスと定義いたしました。近年、各事業を取り巻く環境は、メーカー
の経営統合やクラウド技術の進展などにより、めまぐるしく変化しています。当社では環境変化に即応して
安定的かつ継続的な利益成長の実現を目指しております。
　また、EC事業には自社ブランド事業が含まれますが、当事業を新規ビジネスと位置づけ、お客様、仕入先、
パートナーと協業し、これまで培ってきた自社技術を生かしながら、付加価値の高い新しいビジネスモデル
の確立に取り組んでおります。

　2018年3月期までの3年間は成長に向けた準備をする期間、2019年3月期以降の3年間は成長を実現
する期間と位置づけております。
　これまでの3年間、基盤ビジネスにおいては、成長する市場や製品への注力、顧客拡大、利益率の改善、
業務の効率化に取り組んで参りました。EC事業では産業機器、車載機器向け、CN事業ではクラウド関連
製品や次世代型セキュリティ製品を中心に、新規製品の取り扱いや顧客の拡大を行いました。また、利益
率の改善や業務の効率化についても一定の成果が出ております。

VISION2020の前半3年間が終了しましたが、進捗状況はいかがでしょうか。 

製品製造

　新規ビジネスにおいては、高い収益性が見込
める自社ブランド事業の「事業インフラ確立」に
注力いたしました。VISION2020の実現に向けて、
当事業の事業規模及び収益性を共に向上させる
ためには、「省人市場において核となり得る事業を
確立あるいは獲得すること」「省人分野製品に
資する画像処理コア技術を確立あるいは獲得する
こと」「製品製造の効率改善および品質を向上
させること」という3つの課題がありました。その
解決策として、2017年7月に株式会社アバール
長崎を子会社化し、高機能、少量多品種がベース
となる当社の設計・量産受託サービスおよび自社
ブランド製品における製品製造の効率改善および品質向上が可能になりました。
　さらに、2018年7月にFA向け汎用画像処理装置やロボットビジョンシステムを開発・販売する株式会社
ファーストを子会社化し、省人分野製品に向けた画像処理コア技術を獲得いたしました。これらに当社の
開発・販売・マーケティング機能を融合させることで、自社ブランド事業のメーカー機能を支える事業インフラが
整備されたと考えております。

社長インタビュー

売上高

ROE

目標達成年度

2,000～2,200億円

10%

2021年3月期
既存の事業基盤を活用し
高付加価値ビジネスを確立

新規ビジネス

環境変化に即応し
安定的な利益成長を実現

基盤ビジネス 

自社ブランド事業
TED REAL IoT

EC事業
CN事業
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1,116億円 1,178億円 
1,318億円 

1,598億円 

6.8%

3.2% 
4.2% 4.3% 

2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期
（目標達成年度）

売上高
ROE 

売上高 2,000～ 2,200億円
ROE   10%  

事業領域の拡大新規ビジネス 成長に向けた事業インフラの確立

基盤ビジネス 製品・サービスの拡充 ／ 効率性の向上

製品開発

ファースト

製品開発・販売サービス

東京エレクトロンデバイス

アバール長崎

会社概要（2018年3月期）
所　在　地 ： 長崎県諌早市
事 業 内 容 ： 電子機器の

開発・設計・製造・販売
売　上　高 ： 2,762百万円
従 業 員 数 ： 127名

株式会社ファースト

会社概要（2018年3月期）
所　在　地 ： 神奈川県大和市
事 業 内 容 ： 汎用画像処理装置等の

開発・製造・販売等
売　上　高 ： 2,752百万円
従 業 員 数 ： 110名

株式会社ファースト 株式会社アバール長崎

株式の状況
株 式 取 得 日 ： 2017年7月1日
議決権所有割合 ： 74.04％
取  得  価  額 ： 1,392百万円

株式の状況
株 式 取 得 日 ： 2018年7月2日
議決権所有割合 ： 100.0％
取  得  価  額 ： 2,066百万円
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資本政策についてご説明ください。

　VISION2020では、自社ブランド事業への注力などを事業計画の中心として新たな取り組みを推進して
おり、メーカー機能の強化・充実を図っております。このような事業ポートフォリオの変化により、今後は設備
投資や研究開発投資をはじめとする資金需要が予想されるとともに、商社事業における既存ビジネスの発展に
伴う運転資金の増加傾向も考慮し、財務体質の健全化が課題となっております。これらを踏まえ、「自己資本
の充実」や「外部負債の抑制」などを目的とした新たな資本政策を策定いたしました。

［資本政策に関する基本方針］
１．企業価値の向上とは、株主にとっての期待収益率（資本コスト）を上回るリターンの実現と定義し、ROEの向上を
目標のひとつと位置付ける。

２．事業規模や特質を踏まえた最適な資本構成・自己資本比率を常に意識し、成長事業への投資や運転資金需要に対処する。
３．株主還元に関しては、連結配当性向を参考指標の基礎とし、安定的・継続的な配当を実施する。自己株式の取得に
ついては、キャッシュ・フローの状況、株式の市場流動
性及び将来的な設備資金需要等を総合的に勘案し、
配当と合わせた株主還元策の一環として判断していく。

［目標数値］
（ROE）
資本効率を示すROEについては中期的に10％を目指す。

（配当性向）
今後の設備投資や研究開発に係る資金需要や運転資金の
動向を勘案し、連結配当性向は当面の間40％を目安とする。

66

41.7% 40.5%

72

2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期
（予定）

（円）配当性向

新規ビジネスの今後の展開についてお聞かせください。 

株式会社ファースト

TED REAL IoT 

自社ブランド事業

IoT向け異常判別
プログラム生成マシン

FA向け画像処理装置
ロボットビジョンシステム

組み込み製品・
機器部材

生産関連設備・
サービス

インフラ・
サービス

製品開発部門

情報システム部門

生産製造部門部材調達部門

CN事業

株式会社アバール長崎

設計・量産受託サービス

自社ブランド事業

半導体製造装置向け機器

EC事業

未進出領域

社長インタビュー

半導体及び電子デバイス事業（EC事業）

セグメント別実績

EC事業では、海外有力メーカーを中心に50社以上の半導体製品をラインアップしています。
製品担当エンジニアによる技術サポートといった当社の強みをベースに、販売先の大手電機・電子機器メーカーの
幅広い最終製品へ採用されています。特に産業機器、車載機器の分野へ注力しています。

主要仕入れ先のアナログ・デバイセズ社との販売代理店契約解消により、同社との取引は2018年3月期でほぼ終了
しました。同社との取引は、品目別では主に汎用IC、用途別では主に産業機器、車載機器、通信機器に含まれます。

品目別売上高構成比

企業向け産業機器に組み込まれるソフトウェアや、
プリント配線基板上にIC・電源・コネクタなどの
部品を実装した製品（ボード）

ソフトウェア
ボード／ 電源
コネクタ

ソフトウェア・
ボード他

マイクロソフト社／インテル社 
コーセル社
インレビアム（自社ブランド）

NXP Semiconductors
インテル社／ TI社
サイプレス社

電子機器の頭脳
演算機能・制御機能

CPU
DSPプロセッサ

TI社／ブロードコム社
ピクセルワークス社／サイプレス社
インレビアム（自社ブランド）

特定用途向けに作られた専用IC専用IC 画像処理用IC
通信・ネットワーク用IC

汎用IC 色々な用途に共通に使用されるICアナログIC
ロジックIC

TI社
アナログ・デバイセズ社
NXP Semiconductors

電気を光に変換して使用する電子部品LED
フォトカプラ光学部品 ブロードコム社

記憶用IC（書込み読出しが可能なものや
読出しのみのものがある）

SRAM／FRAM
MRAM
フラッシュメモリ

メモリIC サイプレス社

お客様の仕様に応じて作られる固有ICASIC
PLCカスタムIC ソシオネクスト社／ラティス社

インレビアム（自社ブランド）

142,076
百万円

142,076
百万円

2%

3%

分類名 主な製品 機 能 主な仕入先

医療機器／放送機器／監視カメラ
FA機器／計測器／工業用ロボット
工作機械／半導体製造装置／インバータ

東芝／パナソニック
日立／三菱産業機器

デジタルカメラ／デジタルビデオカメラ
TV／DVD／AV機器
家庭用ゲーム機／リモコン／白物家電

アルプス電気／東芝
パナソニック／ヤマハ民生機器

複合プリンタ／プロジェクタ／OA機器
ストレージ／ PC及び付属機器／ POS

東芝／パナソニック
日立／富士ゼロックス

コンピュータ及び
その周辺機器

カーナビゲーション
カーオーディオ
ボディ系

アルプス電気／パナソニック
日立／三菱車載機器

携帯電話／スマートフォン／ルータ
伝送装置／基地局

シャープ／パナソニック
日立／富士通通信機器

製品分野 主なアプリケーション 主なお客様

※主な仕入先は敬称を省略し、略称とさせていただいております。

※主なお客様はグループ名で表記し、敬称を省略し、略称とさせていただいております（50音順）。

用途別売上高構成比

23%

26%

16%

12%

18%

38%

25%

17%

14%

6%

2017年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

115,018
百万円

115,018
百万円

27%

28%

16%

8%

3%

3%

15%

32%

30%

17%

15%

6%

当社の事業セグメントは、半導体及び電子デバイス事業（EC事業）と、コンピュータシステム関連事業
（CN事業）の2事業で構成されています。また、自社ブランド事業は、半導体及び電子デバイス事業（EC
事業）に属します。

　当社のお客様は製造業が中心であり、その製品開発部門、部材調達部門には「半導体及び電子部品（EC
事業）」「設計・量産受託サービス（自社ブランド事業）」を、情報システム部門には「ICTインフラ及びサービス
（CN事業）」を販売しております。
　一方で、同じお客様でも、生産製造部門に向けた生産管理設備・サービスの提供は不十分な状況でした。
今後3年間は、IoT開発サービス「TED REAL IoT」や、株式会社ファーストのファクトリーオートメーション向け
画像処理装置、ロボットビジョンシステムにより、この未進出領域への取り組みを強化し、VISION2020実現に
向けて事業領域の拡大を行ってまいります。
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17,764
百万円

17,764
百万円

品目別売上高構成比

インターネットの接続負荷の
分散
データセンター向けスイッチ

ネットワーク関連機器

アリスタネットワークス社
エクストリームネットワークス社
F5ネットワークス社

大容量データを高速に
接続、記憶する

ストレージ関連機器

ソフトウェア他

ネットワーク負荷分散装置
ネットワークスイッチ

SANスイッチ
フラッシュストレージ

組込みデータベース
統合仮想化製品
セキュリティ関連製品

オラクル社
ニュータニックス社

分類名 主な製品 機 能 主な仕入先

データセンター・通信事業者等の
一般企業
官公庁、研究・教育機関

エンドユーザー向け販売　

国内ITサービス会社
（システムインテグレーター）へ
機器を販売

システムインテグレーター向け販売

お客様への保守サポート、
技術サポートサービス等

分類名 主なお客様

※主な仕入先は敬称を省略し、略称とさせていただいております。

販売形態別売上高構成比

57%

32%

35%

33%

コンピュータシステム関連事業（CN事業）

36%

7%

データベース管理
クラウド環境の管理
ネットワーク上のセキュリティ
を強化

ブロードコム社
DELL EMC社
ピュアストレージ社

設計・量産受託サービス

自社ブランド事業 ※自社ブランド事業は半導体及び電子デバイス事業（EC事業）に属します。

CN事業では、ユニークな技術を持つ北米のITメーカーを中心に、20社以上の製品を取り扱っています。
新規性・専門性の高いネットワークやストレージ、サーバーなどの機器や、セキュリティ製品をラインアップし、技術検証
に基づき最適な機器を組み合わせるなど、技術力をいかしたソリューション提案を行っています。
成長が予測されるセキュリティサービス、コンバージドシステム製品など、新規商材を拡充しています。

自社ブランド事業は、設計・量産受託サービス、自社ブランド製品、連結子会社の株式会社アバール長崎で構成されて
います。収益性の高い自社ブランド事業を強化していくことで、収益構造の改善を図ります。
なお、2018年7月に連結子会社化した株式会社ファーストは、2019年3月期 第2四半期より業績に寄与します。

お客様との仕様検討から、設計試作・評価、量産試作、量産まで一貫して実施するサービスです。設計・開発は豊富な
実績を有する設計開発センター（横浜市）を中核とし、中国（上海・無錫）、カナダ（オタワ）の関連会社でも行っています。
また、設計製造機能を持つ連結子会社の株式会社アバール長崎と連携することで、さらなるサービスの拡大を図ります。

自社ブランド製品

株式会社アバール長崎

自社ブランド（インレビアム）製品は、省人・省エネ分野向けの開発に注力しています。

アバール長崎では、半導体製造装置向けをはじめとする産業機器向けの受託開発・製造などを行っています。

セグメント別実績

2017年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

16,836
百万円

16,836
百万円

56%

37%

7%

31%

36%

33%

仕様検討 設計試作 設計評価 量産試作 量　産

設計・量産受託サービスの流れ

自社ブランド製品例

SDカードホストコントローラー LSI
SDカードをシステム機器で利用するためのホストコントローラー LSI。SDカードはその使いやすさから、民生
機器をはじめとして産業機器や医療機器など様々な分野で採用されています。

ORIGAMI
放送機器や医療機器など、画像処理機器の開発に必要な機能を搭載したイメージマターズ社（ベルギー）製
のビデオコーデックモジュール。

DynaFlash
東京大学 石川渡辺研究室と共同で開発した、毎秒1,000枚の画像を投影可能な高速プロジェクタ。製造
ライン上を移動する物体へ投影しセンサーで計測するなど、目視で行っていた検査を省人化する産業分野への
応用を目指しています。

TOFカメラ
光源と対象物との間を往復する近赤外光の反射時間から、距離を計測できるセンシングカメラ。FA、ロボット
などの産業機器や、入退室管理などのセキュリティ用途などへの応用を目指しています。

Dy
東京
ライ
応用

S
S
機



※一株当たり当期純利益（EPS）＝
　親会社株主に帰属する当期純利益÷
　（期中平均発行済株式数－期中平均自己株式数）

※一株当たり純資産＝
　期末純資産÷（期末発行済株式数－期末自己株式数）

※株価収益率（PER）＝期末株価÷一株当たり当期純利益
※株価純資産倍率（PBR）＝期末株価÷一株当たり純資産

※一株当たり配当金＝
　支払済中間配当及び期末配当÷発行済株式数

※配当性向＝支払済中間配当及び期末配当÷当期純利益
※純資産配当率＝配当金総額÷期首・期末平均純資産

※従業員一人当たり当期純利益＝
　親会社株主に帰属する当期純利益÷期末従業員数

※売上債権回転率＝売上高÷期首・期末平均売上債権
※仕入債務回転率＝売上原価÷期首・期末平均買掛金

※たな卸資産回転率＝
　売上高÷期首・期末平均たな卸資産

※総資産回転率＝売上高÷期首・期末平均総資産

※流動比率＝流動資産÷流動負債 ※負債比率＝負債÷株主資本

一株当たり当期純利益（分割調整後）（円）

一株当たり配当金（分割調整後）（円） 配当性向（%）／純資産配当率（%） 従業員一人当たり当期純利益（千円）／従業員数（人）

一株当たり純資産（分割調整後）（円） 株価収益率（PER）（倍）／株価純資産倍率（PBR）（倍）

※一株当たり指標は2014年10月1日の株式分割（1株→100株）を反映した金額にて記載しております。

株価純資産倍率（PBR）

株価収益率（PER）

配当性向

収益性

売上高（百万円）／売上総利益率（％） 経常利益（百万円）／経常利益率（％）

※売上総利益率＝売上総利益÷売上高 ※経常利益率＝経常利益÷売上高

総資産（百万円）／総資産回転率（回）

流動資産（百万円）／流動比率（％） 負債総額（百万円）／負債比率（％） 純資産（百万円）／自己資本比率（％）

たな卸資産（百万円）／たな卸資産回転率（回） 売上債権回転率（回）／仕入債務回転率（回）

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

営業利益（百万円）／営業利益率（％）

※営業利益率＝営業利益÷売上高 ※自己資本比率＝自己資本÷総資産 

92.55
96.71

158.22円

36.61

71.99

2,212
2,276

2,355円
2,250 2,284

14.8
12.7

11.5

117,831
131,855

159,841百万円
2,755百万円

1,665

14.7

101,801
111,664

1.7%11.1%

2,594

1.5 1.3
1.3

2.3

1,490 1,490

1.2

1.4
1.1

1.7%

1,628

2,637百万円

1,377

1.0

1,039

1,358

188.2

210.5 202.8

184.6%

59,340

68,768

63,615

81,453百万円

203.8

51,578

211.6

187.7

222.2

42,110

50,780

259.8%

62,077百万円

144.3

33,613

46,671

32.8

34.5
31.1

22,174
22,928

41.5

23,851
22,777

27.6%

24,401百万円

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）／
親会社株主に帰属する当期純利益率（％）

自己資本当期純利益率（ROE）（％） 総資産当期純利益率（ROA）（％）

※親会社株主に帰属する当期純利益率＝
　親会社株主に帰属する当期純利益÷売上高

※自己資本当期純利益率（ROE）＝
　親会社株主に帰属する当期純利益÷
　期首・期末平均自己資本

※総資産当期純利益率（ROA）＝
　親会社株主に帰属する当期純利益÷
　期首・期末平均総資産

3.1

4.0
4.2

6.8%

1.6

2.0%

1.4 1.4

0.6

0.8

0.7

1.0%

925
972

1,598百万円

0.4

388

717

1.8 1.9 2.0回

64,284

73,708

86,478百万円

1.9 1.8

57,464

69,449

5.1

6.0

21,537
22,554

5.4
4.8

21,478

25,018

6.6回

26,203百万円

売上債権回転率

仕入債務回転率

3.9回
4.0 3.9

4.3

11.2
11.8

10.8

13.2回

11.4

4.6

163.9

83.3

64.8
62.0

2.7 2.8

41.7%

2.9%
2.7 2.6

純資産配当率

16.3 16.6

22.3

0.7 0.7

12.1倍

0.8倍0.6

36.9

0.7

942 942

1,066人

982 1,032

1,499千円

983 979

394

732

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

1.1

0.7

従業員数

効率性

安全性

その他の指標
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連結経営指標

60 60
66円

60 60



外国法人等
1.1%

個人その他
97.5%

外国法人等
8.6%

金融機関・証券会社
17.1%

個人その他
39.7%その他国内法人

34.6%

（2018年3月31日現在）

科　目 2017年3月期
（2017年3月31日現在）

2018年3月期
（2018年3月31日現在） 科　目

2017年3月期
2016年４月１日から
2017年３月31日まで

2018年3月期
2017年４月１日から
2018年３月31日まで

131,855

116,709

15,146

13,481

1,665

106

393

1,377

61

4

1,435

463

972

−

972

159,841

142,160

17,680

14,924

2,755

131

249

2,637

46

199

2,485

829

1,655

56

1,598

　

連結貸借対照表（要約） （単位：百万円） 連結損益計算書（要約） （単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

1

株式の状況

（2018年6月20日現在）

大株主の状況

株価と出来高

株主名 持株数（株） 持株比率（%）
東京エレクトロン株式会社
東京エレクトロンデバイス社員持株会
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）

3,532,700

402,117

296,100

193,600

182,500

33.82

3.85

2.83

1.85

1.75

証券コード
発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数
単元株式数

2760

25,600,000 株
10,445,500 株

6,906 名
100 株

1,000

1,800

2,600
（円）

株式数
分布状況

株主数
分布状況

株式分布状況

取締役会長

代表取締役社長

代表取締役

取締役

取締役

取締役

取締役（非常勤）

社外取締役

社外取締役

久我 宣之
徳重 敦之
長谷川 雅巳
佐伯 幸雄
上小川 昭浩
篠田 一樹
常石 哲男
石川 國雄
不破 久温

徳重 敦之
長谷川 雅巳
佐伯 幸雄
上小川 昭浩
篠田 一樹
三品 俊一 
初見 泰男
上善 良直
安村 達志
岩田 郁雄
土肥 健史
小山 正

常勤監査役

常勤監査役

社外監査役

社外監査役

河合 信郎
中村 隆
福森 久美
成瀬 圭珠子

監査役取締役 執行役員

0

800,000

’16/04 ’17/01 ’18/0105 06 07 08 09 10 11 12 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 02 03

1,600,000
（株）

68,768

4,940

816

431

3,693

73,708

33,913

16,867

50,780

22,853

2,495

5,645

15,262

△550

72

2

22,928

73,708

2

3

資産の部

流動資産

固定資産

　有形固定資産

　無形固定資産

　投資その他の資産

資産合計

負債の部

流動負債

固定負債

負債合計

純資産の部

株主資本

　　資本金

　　資本剰余金

　　利益剰余金

　　自己株式

その他の包括利益累計額

非支配株主持分

純資産合計

負債・純資産合計

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　目
2017年3月期
2016年４月１日から
2017年３月31日まで

2018年3月期
2017年４月１日から
2018年３月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

△4,685

△262

4,739

4

△204

2,637

2,433

△7,993

△896

9,869

△5

973

2,433

3,406

連結キャッシュ・フロー計算書（要約）（単位：百万円）

4

5

6

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

資産
総資産は864億7千8百万円となり、前連結会計年度末に比べ
127億7千万円の増加となりました。これは主に、流動資産の
うち受取手形及び売掛金、並びに商品及び製品がしたことなど
によります。

1 営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動の結果使用した資金は79億9千3百万円（前期は46億
8千5百万円の支出）となりました。これは、たな卸資産の増加等
の資金減少要因が、前受金の増加等の資金増加要因を上回った
ためであります。

4

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動の結果使用した資金は8億9千6百万円（前期は2億6千
2百万円の支出）となりました。これは主に、連結の範囲の変更
を伴う子会社株式の取得による支出によるものであります。

5

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動の結果得られた資金は98億6千9百万円（前期は47億
3千9百万円の収入）となりました。これは主に、短期借入金及び
長期借入金の増加によるものであります。

6

負債
負債総額は620億7千7百万円となり、前連結会計年度末に比べ
112億9千7百万円の増加となりました。これは主に、短期借入金
及び長期借入金が増加したことなどによります。

2

純資産
純資産総額は244億1百万円となり、前連結会計年度末に
比べ14億7千3百万円の増加となりました。これは主に、利益
剰余金が増加したことなどによります。

3

81,453

5,025

1,241

258

3,525

86,478

44,117

17,959

62,077

23,897

2,495

5,645

16,234

△478

△59

563

24,401

86,478

連結経営指標 株式情報

役員等

1413 INVESTORS GUIDE 2018 INVESTORS GUIDE 2018

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

　営業外収益

　営業外費用

経常利益

　特別利益

　特別損失

税金等調整前当期純利益

法人税等合計

当期純利益

非支配株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

その他国内法人
0.6%

金融機関・証券会社
0.8%




